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1860年代におけるイギリス労働運動と労使関係.
って压しつぶされることをおそれ，改革連盟との共同行動を要求していた《>

しかしながら, この法案をめぐって自由党が分裂し，民主的な進歩を要求する派とあくまでも階

級および財産に® 礎をおくところの政治制度を固執するセクトとの間の分裂が決定的となり，まさ

しく後者は, こめ法案を廃案とすべく保守党と協力したのであった。 6 月，自由党政府は総辞職し，

とれに憤激した大衆は，改革連盟および改革同盟を中心としてはげしい，しかも巨大なデモンスト

レーシa ンを敢行し，これによって, この両者め統一行動が実現するという大きな成果をおさめ，

やがて，保守党をして6 7年法を譲歩せしめる大きな原動力となった。しかし，ともすれば， 6 7年
法は，労働者階級の圧力，すなわち，改革連盟による労働組合員および中産階級のラディカルの組

織としての改革同盟との共同闘爭によって容易に獲ちとられたかのような安易な錯覚を生■み出す。

しかしそれは事美に違背している6 自由党政府の退陣以後の改革連盟の分裂以後，すなわち，66年
7 月トラファルガー広場における大示威運動につづくハイド• パークにおける大'集会開催の計画は,
はげし、、弾压をもって抑圧され, ■かのチャーティスト運動における4 8 年のゲンニングトン広場で(34)
の大集会を想わせるものがあり，まさしく暴動の危機的状勢に政府は追い込まれたのであった。し 

かもこれと同時に，突然のはげしい恐慌があらわれ，凶作，コレラが相続き，失業と賃金切り下げ' (35)
が政治改革運動と結びつくことによって，保守党への庄力は一層強まづたのである。このような®
窮の状態が6 9 年までつづくのであるが，改革連盟を中心に全国的規模で展開される政治的改革連

(36) .. •
動と労働組合運動との結びつきのなかで，「連合主国労働組合連合J (United Kingdom Alliance of
Organized Trades)が結成されるのであるが，これこそ， T U C の母胎となったところの組織であり， 

この労働組合員が，改革連盟の中核をなすことによって運動を盛りたk ，芰配階級に深刻な衝撃を 

与え，ディスレーリ一は譲歩せざるをえなかった。「労働運動における政治と経済」め結びつきを， 

このとき保守党内閣は痛感したにちがいない。労働市場の成立と労働組合組織の事実上め存在にも 

かかわらず，徹底的な弾庄がとれに加えられなければならなかった理由がここにある。そして，そ

うした蹿庄の体制強化に対応するところの総資本の結集に対抗して，総労働の集中的な組織体とし
. .  ■ •

てのT U C が必然的にあらわれざるをえなかったのである。しかしT U C ほ，とうした政治改革運 

動のみを媒介にしてあらわれたのではなく，まさしく経済的な背景，勞働組合運動と労使関係の発 

展の過程として，すなわち政治運動との有機的関連のもとに出現したのである。

注 (34) R. Harrison, ibid., pp. 82-84,
(35) Harrison, ibid,, pp. 85—86. Gillespie  ̂ ibid” n- 265-
( 3 6 ) 國期的なハイド• パーク集会の意義については，R. Harrison, ibid” pp. 82 f t な お Cole and Filson, ibid. 

pp* 541-544,
(37) Gillespie., ibid., pp. 274-275- ,
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法人税帰着のクロス•セクション分析

— 集 中 度 • 利 潤 率 比 モ デ ル ：K ilm t r i e k モデル一

古 田 精 司

( 1 ) ま え が き

現代経済の主要特質の1 つに寡占市場の拡大化が拳げられ，また寡占市場の特貧がかかって巨天 

企業の市場支配力に求められるとき，法人税転嫁の起動力を企業の’市場支配力ないし独占力に求め 

ることは，帰着分析の進むべき当然の一方向を指し示すものといえよう。

キルパトリヅクの観点は，法人税の転嫁度はかかって企業の独占力に依存するから，独占力に恵 

まれた企業はそれだけ，より税負担の転嫁を果しうるとみるところにある。かれの関心は法人税の , 
短期的前転にあるため, 法人税率の引上げに直面した企業は，’それに対応して製品価格を引上げる 

ことにより課税前利潤の増大を図るという局面に焦点があつめられることになる。しかし転嫁が行 

われるためには，増税以前に当該企業がなんらかの理由により利潤極大化行動をとっていなかった

がため, 増税により利潤極大化への誘因が与えられたとする前提がなければならない。そこで転嫁
ト .

が生じていたとすれば，増税前後の産業利潤率は当該產業の独占力とプラスの相関をもっているば

ずである。この极説を検証するため，ここでは産業間の利潤率変化を規定する諸要因を独立変数と

したクロスセクシa ンによる多元回帰分析が試みられ, 独立变数の1 つとしての独占力（集中度)
が利潤率変化に対し高度に有意であるとしている。すなわち，これにより導出される結論は法人税

の短期的前転の取説支持にほかならない。

かれの分析では，転嫁モデルの理論構造なり統計的推定の手続きのうえで，異論をさしはさむべ .
き余地が少なぐないが,帰着分析の接近法が幾多示されたなかで最もユニークなパタ一ンをもづて

いるという点で, 検討と評価を惜しむべきではないと考えられる。そのため,ここではかれのモデ

ルとアメリカに適用されたその推定結果とを紹介するだけでなく,わが国についての推定結果も加
(1)

え検討し，批判的吟味を下してみることにしたV V
注（1 ) キルパトリックの論文は，はUめ に r短期的前転と独占力の関係j として法人税転嫁の理論的側面から論 

じ, つ ぎ に 「検宠と抑丨定の方法」 として転嫁の実証的侧面での間閱点を整理し最後に「転嫁の証左J として 

アメリカ製造業を対象に法人税転嫁度の抽丨定を試みている* そのため論点がかなり拡六されているので，’それ 

• なりの整理を必迪とした; - かれの論旨の詳細については，扪 lpatr!(?k〔10〕を# 照，

~ 一一, J  - ~ — ___
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. 卜 ( 2 ) 理論的前提と仮説  •

法人税転嫁の可能性—— とくに短期的前転の可能性についてはすでに検討したとおりである。し 

かし，キルパトリックの転嫁モデルには，かれ自身の明確と思われる理論的前提と仮説が示されて 

いる以上，検討の順序としてそれらを飛び越えることは許されないであろう。

かれのみるところによると，短期的前転を支持する理論はつぎの2 つの命題を必要とする。 1 つ 

は，企業は短期において利潤を極大にしないという命題であり，，いま 1 つは，法人税の諌税砵短期 

的利润極大化を妨げている要因の影響を軽減するという命題である》 かれによると，この2 つの命 

題を論証する接近法はつぎの4 つの主要タイプに類型化され，それらの検討をつうじてかれ自身の 

転嫁分析の仮説が導出夺れる。その主要タイプとは, ⑴利潤以外の目標，（U)長期的極大化と短期的 

極大化との間6 矛盾，邮真占に.おけるプライス.:• リ一ダーシップの非有効性，（iv)平均費用価格形成 

，とその他のメ ノ.コ勘定（rules: of thumb〉の 4 つである。..
{i ) 利潤以外の目標ゼロ転嫁仮説で 'は,利潤極大が企業の追求すベき目標のすべてではないと 

いう前提がおかれている。 利潤極大以外にありうべき目標としては，「満足しうるJ :利澗率につい 

ての充定感，「正常J 配当，「公正」伽格，あるいは高い価値をもつ売上高，産出量，資産，市場古 

私 ，成長率等に対する願望，なV、しば十分な労働力または公衆一般の尊敬をかちとることなどが挙 

げられる。当然のことながら，これらの目的追求は利潤極大の目標と矛盾せざるをえない。

企業がこれらの多元的目標を選択する態度は, キルパトリックによると，あたかも無差別曲線に 

よる消費者選択と同じである。企業はみずからの選好表にしたがって代替目標間の選択を行なう。ノ 

それゆえ，法人税課税により課税後利潤の水傘いかんによっては，達成可能な目標の組み合せは変 

史を蒙るであちう。とのばあV、，消費者行動にみられると同様な所得効果と代替効果が企業行動に 

ついても本いだせよう。どの目標も劣等目標でないとすれば，課税め所得効果により企業は利潤極 

大以外のほ標が逹成される水準を引下げ，それにより課税後利潤を引上げるが，その利潤水準は課 

税直搂97K準以上ではあるが, 課税前水準を下回わることになろう。これに対し，代替効果は課税 

後刺潤めタ一ムでめ刺潤極大以外の機会费用の減少から生ずる• 企業は相対的に安価となった利潤 

極大以外の0 標の葙千を課税後利潤と代替しようと望むであろう。それゆえ,所得効集と代替効果 

のいずれが強いかにより，転嫁はプラスにも■マイナスにもなるであろう。 ,
もし企業の効用関数が，課税後利潤の極大化の追求を許すことにより極大化されるならば,明ら 

かにダラスの転嫁への道が拓かれよう。 課税により企業の均衡条件が変化し，利潤極大への制約が 

はずされfこととにより,/企業は価格引上げによ冬利澗極大化と税負担の完全転嫁という反応を示す 

ことになる。それゆえ，転嫁の可能性は, 0 標間の矛盾が生じえないような競争産業の.企業はもち

錢̂5*5̂ 辦雜斜疼̂ ^ 祭織-雄滋̂^縱織ff潘熱猶後縱麟海f線織德輕衡怒綠热洛故鄉挪、赞蛾き濃邊雅相4辦‘減齡
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ちん，だとえ寡占産業であれ課税前に利潤極大化を果してぃるよ:うな企業ではすこしもあり'免なぃ 

ことになる。

( H )長期的利潤極大化と短期的利_ 極大化との間め矛盾ととでは長期的利潤極大を意図する企 

業は，短期的利溯極大化を阻む条件が法人税諫税によ.り除去されることに-より，短期的利制择人化 . 
に接近し，かぐて^ 人税負担の一部が転嫁しうる可能性が指摘される。

短期的利潤極大化を阻む条件とは，耍約ずれば，潜在的参入企業の存在，増大する利潤に対する 

世論と政府の非難，およびそれヒ越‘づくイ‘ンプ才ーマル• プレッシャーから独占統制にいたるまで，. 
ん、ずれも将来利_ の減少に導ぐものを指す。その結果，長期的利潤極大を意図する企業ては短期的利

:網極大化に踏みきろうとはしない。

しかし法人税課税により , もし現年利潤め増加が税負担分だけ将来利潤の減少になるとすれは， 

当該企業は現在利潤を引上げるような誘因をうけるであもう。それは，第 1 に，法人税9 負担分'だ 

计利潤は減少するから，企業の転嫁行動は鈀んに損失をとりもどすにすぎず，実際に利得をえてぃ 

るものではなぃようにみ奋る。そこで，短期的利潤極大化に反対する世論と政府の非難は減少する 

セあろう。第 2 に，法人税は完全転嫁しなければ> 企業Q 内部留保，配当，利潤率の难対フM 丨:を低 

下せしめるはずである。また潜在的参入企業が，絶対的利潤率を目安とし,または企業成長を内部 

資金なり株式発行で賄う計画をたでる限り， 参入現実化の誘因は少なくなろう。 そこで既茌の企 

業は，以前よりも若干高い利潤率で，新規参入企業との競争に対し従来と同様の安全圏幸確保じう 

る こととなる。第 3 に, かりにある産業が税負担を転嫁できたとすれば,この库業は利潤率の絶対 

水準を引上げでも，.参入企業に対し相対的に高度め利潤率とぃう誘因を孕えなぃで蹲むであろう。

第 4 に* 法人税課税により，潜在的内部資金および配当は減少し，それにより投資プロジ:工クトの' 
資金調達のうち若干は排除されることになる。この投資プロジ■エタトや収益性はかなり亭ぃと見込 

•まれるので, プロジスグトが排除されると，その資金調達に必要な現在利潤め増加より以上に畏朋 

•利潤は減少せしめられることとなろう。 -
，かくて法人税課税は, 企業に対し課税前経•常利潤を弓丨上げる誘因女与え夸ことになる。しかし，

;ここでも長期的利潤極大化と短期的それとの間の矛盾は，当該企業が韓争産業に厲するならば減少 

するか , 贪たは競学が激化すれば消滅するとぃう点について⑴と同様に注意が喚起されてぃる。

_ 寡占におけるプライス•リーダージジプの非右効性ここでキルパドリックが想矩する利潤 

:非極大化のパターンは，スヴィー'ジーの屈折需要曲線の理論と同一である..;と.考兄てよい。結ば行勋 

め存在しがぃ寡占市場では，総産業利潤は極大化されてぃなぃどみる。各企業はみず弋らの価格変 

更に対し競#•企業がどのように反応するかを考.1®し, その域，顧格は産鋼濶を摔大化するには 

.あまりにも低十ぎる水準に据えおかれる。 1企業の価格引上けが他企業の伽格弓丨上げを誘発しな1、 

.たらば，その企業の売上高と利潤は手ひどぃ損害を蒙るでもろう6 他企業が何i格引上げぢ追従しな
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い理由は，スウィージー以来しばしば指摘されてきたとおりであって，キルパトリックがとくに新
(2)

しい論点をつけ加えているわけではない。

かれの請j旨は, 寡占市場において強力なプライス• リーダユシップは必ずしも存在しえないから， 

価格は極大利潤達成水準以下に抑制されるけれど，法人税課税により，抑制された価格政策は変更. 
され潜在的課税前利潤の若干が実現化されるというところにある。もし法人税が増税されたとすれ 

ば，他企業の行動パターンに関する各企業の期待は謝匕を蒙り，価格引上げによる転嫁活動が開始 

されるであろう。なぜなら，法人税は產業内の企業に共通してほぼ同一の負担率となるはずであり， 

自他ともに全産業をつうじてその負担を免れないことをわきまえているからである。そこで，当該 

産業内部での価格引上げが有利:e あるという確信’を抱ぐ企業は，おそらく産業内の他企業も.こんど 

は価格引上げに追従すると期待するであろう。この期待の変化は，当該企業にとって倾格引上げに 

踏みきるのに十分である*。もしその判断が正しかったとすれば，競争企業の追従をもたらし当該庳 

業の課税前利潤は引上げられ，法人税の転嫁が生みだされるはずである。

かれはこの行動が生みだされる前提として，適度な売上高の集中を必要とするとみている。 r適 

度な」売上高の集中について厳密な規定が下されているわけではないが，独占ないし強力なプライ 

ス • リーダ“ シップの存在する産業では法人税の衝撃は不必要であるとし，「それゆえ，法人税を価 

格引上げのシグナルとして用いる企業により法人税が転嫁される可能挫は,ある程度の独占力とと 

もに増大し，つぎに減少し，最後に独占企業にいたりゼロに達するj と結んでいる。独占力と転嫁: 
度の因果関係こそがかれの主題であるが，それだけにさらに慎重な検討を必要としよう。

r

( i v ) 平均費用価格形成とその他のrメ ノコ勘定J キルパ ト リ ッ ク . モ デ ル （以後K — モデルと 

略称) の理論的前提とその分析との間には， 以下にみるように平均費用価格形成なりその他のメ ノ 
コ勘定が速環項として必要とされるという根拠はみいだしがたい。むしろ後述のゴードン . モデル 

では明示的に平均費用価格形成（かれのばあいはマークアップ価格形成）が前提とされているため，そ 

こでの検討課題とすることにしたい。

だが問題点だけは指摘しておかねばならない。かれのみる平均費用価格形成のもとでは，企業は 

標準売上高について期待される平均費用プラス檩準税引利潤マージンをカバーするように価格をき 

める。法人税の引上げはそのマージンに喰い込み,企業は法人税をコストとみなすため価格引上げ 

に踏みきる。メ ノコ勘定のばあいも同じである。問題は価格引上げによる転嫁が可能か否かにかか 

っているが，ここでは產業が独占的であればそれだけ転嫁度は大とみなしている。この点は，先の 

独占力と転嫁度の因果関係に関するかれの発想と比較すれば不明瞭であることがわかる。K — モデ

注（2 ) スウィージーのいわゆる屈折需要山|線の理論およびそれに対する批判は，Sweezy CI7〕, S tig ler〔16〕を参 

照。 屈折播她U丨線の理論の焦戊が伽格Q硬商性の論証片あてられているため， _ 格決定論を欠いているという 

批判はあるにせよ， 転嫁理論は価格のメカニズムヒ対する十全の理解を必翦とするという意味では， かれめ理 

. 論もとこでの検討の対象とさるべきであろう•
—：~~- 20 — 一

法人税掃着のクロス• セク、ンョン分析

ルの理論的前提を概栝してくれば, 以上で尽きると考えられるが，そこからがれはつぎのごとき3 
つの転嫁仮説を提出する。

( 1 ) 独占力をもたない産業は，利潤率を変えることができないがゆえに法人税を転嫁することが 

できない。

( H )若干の独占力をも.つ産業は，ある程度まで利潤率を引上げ•，その結果少なくとも法人税の一 

部を転嫁するであろう。

( i i i )他産業よりも多く独占力をもつ産業は，他産業よりも利潤率を引上げ，かくて法人税をより 

多く転嫁するであろう。

先の理論的前提から，転嫁テストとしてめ転嫁仮説の意義をこのように規定し，もしこの3 つの 

仮説が無効であれば転嫁はありえないとかれは考える。そこでかれは，産業間利潤率変動に関する 

との仮説のテストは，まさに法人税の短期的前転の存在テストにほかならないとみるのである。わ 

れわれは，かれの転嫁仮説の是非について幾多の疑問を抱かざるをえないが，_それらについては， 

仮説の実証と検定がすべて完了した段階で包括的にとりあげるべきであろう。

⑶ 転嫁テストと転嫁尺度

キルパトリック接近法の特色は，産業間の利潤率変動を決定する要因の多元回帰分析k よるテス 

トにある。 ある期間o 期の税率 “ が，つぎの期間1 期において税率幻に引上げられたとき， 産 

業の集中度C と0 から 1 にいたる期間の利潤率の変動かlp 0 との間の関係式一~：3>，M = a l-6 C — - 
のク ロ ス • セ ク シ ョ ン 回帰分析の有意性こ>c , とりもなおさず法人税転嫁の証左である，という命. 
題がかれの主張の中心となる。利潤率は課税前利潤/ 純資産比率と定義され,独占力の尺度として 

の集中度は産業内の4 大主要企業の出荷額集中度をとっている。

独立変数としての集中度C；と，従属変数としての利潤率変動p j p 。とのクロス•セクション回帰 

式は, いま述べたごとく単純化して次式で表わされる。

( I ) P i/p o ^ a + b C
法人税の前転を伖定すれば， a = l , 6 > 0 となるはずである。けだし集中度C = 0 であれば前転が 

生じないので p i = p 0 となるからである。それゆえ

(2) p ifp 0= a + b ( ^ ) = a = l  ’
前転を彼定すれば6 > 0 となるのは, C の増加が転嫁度を引上げ.るからであり， 転嫁の増加は扒 

と p ib o  値を引上げるはずであるd また ?)1/仰に対する集中度増加の効果は&丨こより測眾できる，

矩数項a は主としてモデル外部の変数により決定されるとみなされるから，前転に関する推定値は 

b より求め.られる•
 2 1 — -
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つぎの問題は, 転嫁度の定義とその尺度である。Krzyzaniak-M usgreiveと同様に，まず転嫁度を 

定義し，つぎに回帰式の推定から求められたパラメ一 タ一を用いて転嫁尺度を導きだす。はじめに 

1 産業のケースをとりあげ，つぎに製造業部門全体について一般化する。 ' ：

1 産業の転嫁度は，初期の法人税負担額に対する転嫁された初期の法人税负担額と定義される 

かれのモデルでは利潤率のタームで表示されるから，初期税負担は税率弓丨上げによる課税前利潤率 

の減少ニ(1—i。)^。一(1—ら> 。で_ 示される。また転嫁額すなわち転嫁プロセスによりもたらされた 

利得は課税後利潤率の上昇=(1 一6)外一(1一ら)如で表わされるから， 転嫁度はつぎの:ごとく定義 

される„ . .  '

⑶式を書きかえると

P j-V o  1 - 1
⑷ Vo_______— Po

( 1 — 艺 o)— .、丄ー(1 ノ \ ~ t o
1—1\ 1—1\

ぎに，転嫁の存在をテストするために用いた回帰式⑴を変形すれば次式がえられる。

⑴, 1 一 +6C
d r を⑷に代入すれば

d —1+ bG
(5) 1 — to -1

l  +  U
(5)式が 1 産業にとっての転嫁度とされる。 へ

しかし先に述べたごとく，定数項a は主として彳デル外部の変数によって決定されると考えられ 

るから，集中度ゼロであり独占カゼロである產業も独占力以外の諸力により若干の法人税を転嫁し 

うるとすると，そのばあい定数項は1 より大となろう。かれはこの難点を免れるため,ゼロ転嫁は 

ゼロ集中度において生t , またC (ないしはCの変換）は産業の転嫁能力と線型関係に立つと扳定し 

た。もしこの仮定が正しいとすれば（この仮定の妥当性もまた後述するとして)， 転嫁に関するa の真 

の値は1 に等しいと想定できるから，総転嫁度はつぎのごとく定義される。

6C
(6) ' 1 — k —:

1—
また t tの真の値が不確実であり,それゆえ測定しうるのは観察される座業間の差別的転嫁度と恹 

:宠すれば，差別的転嫁度は最小集中度産業の集中度と他産業の集中度との格差汰ょり決定される。 

最小集中度産業の差別的転嫁度はもちろんゼ4 と仮定されるヶそれゆえ蓮別的転嫁度はつぎのごと 

く表わされる。

■逆
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(7)
KC—rnin. G) 

1一《0 
1- U  1

ただし，“min* C” は観察される最小集中度であり，さきの総転嫁度はより望ましい概念であるが， 

差別的転嫁度は真の総転嫁度よりも低い領域にあってより確実な概念であるとされる。この理丨i lか 

ら，. かれは両者について実証的に推宠を，試みている。

つぎに定義すべきは製造業部門全体の転嫁度である。製造業についても1 産業と同一*の尺度がと 

られるが，ここでの問題は製造業部門の産業構成による転嫁度の加ffi平均である。適切なゥエイト 

を遴ぶことがさし当っての課題となるが，かれは転嫁に関する産業の潜在的茁要度，ナせわち転嫁

W生じなかったばあいの利潤（J j のタームで定義されだ産業規模をとっている。 まず 1 産業の利
、•-. . 1  . .  . . .  : .

潤 （P J について推定された転嫁効果は

(8) p . - a + f e o j ,
したがって .

(9) j , = T b c  . . . ‘

れ產業からなる製造業部門全体め転嫁’度は :
6C £

㈣
U (J V ) i —t0 
^  \T = 7 7

n

S Jil

これを書換えて，製造業部門に関する転度の尺度がえられる。

(11)

H p，
V] —Z l _  h  1 + 6C £

1o 

1

1
1 

/
V

i
x

この式は，完全転嫁に必宴な利潤のパ一セン•テ一ジ増分に対する，転嫁によりもたらされた利'刺び•> 
パーセンテ一ジ増分の比奉として定義された転嫁度にほかならないから,無造部門の総転嫁度と娌

注⑶書換えの手続きはつぎのとおりである<
bC*

UXJ,.
2 (
1

S  W  

l - u  L
S J ノ s  j /

钱 -1
1 ~ < 0 . 1 1一“
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解してよいであろう。これに対し，差別的転嫁度が推定さるべきときは， び に (Cf-m in.C) を代 

入すればよい。

( 4 ) 集中度以外の独立変数になにを選ぶか

. .  . . ■ _ ...
転嫁分析全般にまつわる最も困難な選択の1 つは，転嫁プロセスを説明すべき独立変数にいかな

る変数を選び，またいかなる変数を捨てるかにあるといってよかろう。K一 モデルでは，他のモデ

ルにない新しい接近法がとられているため，とくにこの点に関心が集まるこi はいうまでもない，

ここでは，かれが選んだ独立変数を網羅的に列挙し，簡単に符号条件のみを説明するにとどめ,後

述の_ 定作業に直接関連する変数に重点をおくことにしよう。

かれの選択基準はつぎのとおりである。産業利潤率は法人税転嫁以外の多くの理由により変化す

るから，回帰分析ではできるだけそのような変数を含めなげればならない。 さもなくば，v抓 と

C との間に推定された統計的関係は， 0 とpjp0 に影響する他の変数との相関関係により影響され

るであろう。そこで，回帰分析に含められる集中度以外の独弈変数は，つぎの3 グループに分類さ

れる。⑴基本的変数の貧しい測定を矯正する変数（K -モデル説明の便宜上略称して“測定力矯正変数，，

とよぶ)，（H)集中度以外に転嫁に影響する変数（同じく “転嫁影響変数” とよぶ) , （Ui)転嫁力ik外に利潤

率に影響する変数。 （同じく “利潤率影響変数” とよぶ)。

測定力矯正変数としては，⑴加速度減価償却と⑵市場地域主義の2 つが挙げられている。加速度

減価償却制度は，アメリ力のみならず，わが国においても法人税負担をめぐる論議の対象に含めら

れている現実を考慮すれば，これが転嫁分析に適切な地位を与えられるべきことは申すまでもない。

アメリカでは，かれの観測期間中，朝鮮戦争中とその後の短期間に亘って， 5 ヶ年の加速度償却が

特定の投資に適用され，その結果減価償却の過大評価が生じ，利潤と純資産は資產耐用年数の当初

5 ヶ年において過小評価されたことになる。この過小評価を調整するため，かれは 1955年の純資

産に対する減価償却の比率を用い，これにより各産業の加速度償却利用度を測定することとした。

利潤率は償却のウェイトが高くなるにともない低くなるから，純資産に対する償却比率は利潤率の

パーセンテージ変動とマイナスの相関にある'とみる。 . .
場地域主義とは，全国的規模の売上高を尺度とす名集中度の欠陥を是正する丨ヨ的で導入きれた

概念であり，いま 1 つの測定力矯正変数としてはたらくc 市場が :L地域に限定された産業では> 集

中度は， 4 大主要企業がすべて各地域において同一割合の売上高をもっているのでなければ，平均

独占力を過小評価することになろう。そのためダミー変数が導入されるが，その値は産業の売上高

の半分以上が地域的市場であれば1 , そうでなければゼロとされ，ダミ一変数XL は Kaysbn-
Turner, は Means-Stiglerの分類によるものを適用している* ダミー変数は，集中度と同様，

2/^  —
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利潤率のパーセンテニジ変動とプラスの相聞をもつとみなされる。

転嫁影響変数としては，⑴産業別売上高に対する法人税変イ匕の比率，⑵産業別売上高に対する非 

法人企業売上高の比率の2 つが考慮されているが, モデルに導入されているのは後者だけである。

非法人企業の存在が転嫁影響変数として導入される理由は，Harbergerが主として問題としたよう 
⑷ .

に，企業課税としての法人税は非法人企業に対し課税されないという意味で非一般税であるから, 
法人税引上げにみあった個人所得税の引上げがあって，両者が法人•非法人の利潤引上げに導くの 

でなければ，法人税の転嫁が阻害されるというところにある。現実には，アメリカの法人税と個人 

所得税はほぼ同時に引上げられているが, 個人所得税は累進税率をとり，またその他のデータの制 

約もあるため精確な比較は困難である。 そこでここでは，1958年の非法人企業出荷割合を各産業 

I こおける非法人企業の相対的重要性を表わす指標とみなすことにしている。この指標は利潤率のパ 

一センテージ変動とマイナスの相関があるはずである。

最後に，利潤率影響変数として，⑴独占力の変化，⑵基準年度利潤率, ⑶需要の変化，⑷費用の 

変化の4 つが拳げられ，費用の変化はさらに技術の変化, 要素価格の変化，両者の綜合の3 つに分 

けられている。独占力の変化が産業の均衡利潤率に影響するという推測は，集中度の増加が価格リ 

一ダ一シップや暗黙の結託を強化しうることからも理解できよう。独占力の変化は， 1947年から 

1954年にいたる集中度変化により表わされ，この変化は茅！J潤率のパーセンテージ変動とプラスの相 

関がある.とされる。

產業間の利潤率は需要なり費用条件により変動するが，企業は技術上の理由なり転換コストを考. 
慮すれば，直ちにそれらの変化に対応するものではない。そこで，産業間の利潤率はつねに不均衡 

犯おかれるが，同時に産業間の資本の流れに変化が生じ，それは^!潤率均等化に働きかけるといっ 

た周知の均衡化メ力ニズム.も作用することになる。初期の不均衡を反映する理想的変数としては， 

ここでは産業の基準年度利潤率とその均衡利潤率との格差とされているが，均衡甲ij潤率は明らかに 

未知数であるから，銮準年度利潤率が代理変数として用いられる。兹準年度利潤率は独占力， リス 

ク，非金銭的収益等のため库業間で不均等となるが，ここでは第一次的接近として全産業について 

均等と仮定される。基準年度利潤率が相対的に高ければ，第 1 にそれが異常に高いという確率が大 

となり，第 2 に異常に高ければ均等化メカニズムがそれを引下げるように働く確率が大きくなる。 

そこで，基準年度利潤率は不均衡条件を反映し，利潤率のパーセンテージ変動とマイナスの相関に 

あるとみなされる。

需要のシフトを表わす変数も利潤率変動の1 決定要因として導入される。需要増大が短期的利潤 

の増大に直結するか否かは，企業の行動パターンにも依存するが，問題はむしろ需要増大それ自体

ち̂ ^ ^ 鱗 ; 奢 表 れ 取 欲 默 辦 统 ザ ん 物 >骑热於錄泛がれ令すく银あ*说 為 韵 # ク 於 如 巧

注 ⑷ Harberger〔6〕，〔7〕，〔8〕を参照。また同じ論点からするわが国の法人税の産業別歪曲 

田 〔3〕を参照. ’
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は筧定できないから，こ’こでもなんらかめ代理変数を選ばねばなら•ないところにある。瘕も関速む 

深い変数とじてデブレー('济忒の売il'高j - センテージ変f j がとられる。これは费用変化にも影響. 
され，需要途動の価格効果〖こも癌# される，が，近似的に有意な代理変数とみなされ，また利潤率の， 

パ ー セ‘ソ テ ー 'ジ変動とフ。ラスめ相関をもつとされる。

最後に費用変化を義わ'チ途数を導入する。生産費は生産関数のシフトか要素価格の変動のどちら 

かをつう.じて凌化しよう。まず技術改_ は生途関数の上方シフトをもたらし，利潤の増加要因とし 

て慟く。しかし技術改善は直接油〗定し夂ないし，そのためのデータである実質資本ストックも不明 

で'がるため，代理変数としてマンアワ一産出量めパーセンテージ変動をとる。マソアワ一産出量は 

坐產関数のシブトによっでも，資本 • 労働比率の変動によっても影響されるが， K en d r ickちの傍 

証によれk , 労働)生産性を表んすマンァワ一産出;i ；は資本 • 労働比率により重大なバイプスを生み.
だすものではなI 、と_ 信されている。またマソアワ一産出量のパーセンテ一ジ変動は利潤率のパー

. . . ノ . . . . ,
センテ“ ジ変動とプラスの相関にあるとされている。 —
要素価格の低下も刺潤率に好ましい効果を：もつはずである。ところで要素価格をモデルに導入す 

るとき，問題となるのは資料の制約であるが，アメリカでも利用しうるコスト•データはマジアワ 

一当り給与と原材料投入伽i格指数に限定されている。しかもこれらコスト.データはそのままでは 

使诮できない。なぜなら給与と原材料が総費用に占める割合は,産業間で甚だしい分散を示して 

いるため，要素価格のパーセンテージ変動が利潤率にもたらす効果もきわめて大きな変動を示すご 

とになるからである。そのため，ここでは2 つのヴァリアントが考慮されている。1 つはつぎのごと 

き2 変数を導入すること•である。⑴マンアワ一当り給与のパ“ センテージ変動に1 9 4 7年の給与/  
出荷餌比率を乘じた変数，⑵原材料投入価格指数のパーセンテージ変動に1如7 年の原材料費/出 

荷額比率を乗じた変数。これらのウェイトを適用することにより，要素価格変動の利潤率に対する 

効果は，その要素が総費用に占める重要度に正比例することになる。このような変数の意味は，投 

入量のすべてと他の投入価格が一定とすれば，要素価格の増加を力バーするに必要な総収入のパ“  
センテージ増分と説明されている。いま 1 つのヴプリアントとは, （1)と⑵を加算して1 変数として 

扱うものであり，その意味は上述したところと同じである。したがって，これら耍素価格変動を表 

わす変数はすべて利濶率のパーセンテ™ジ変動とマイナスの相関にあるとみなされる。
■ , — . : ..バ
いま 1 つ利潤率影響変数としてモデルに導入されている変数は，技術と要素価格の変動を褚合し 

て 1 変数としたものである。それはマンアワー当り產出量のパーセンテ一ジ変動を々ンアワー当り 

給与のパ ー センテ一 ジ変動で除した合成変数であり，したがってそれは給与单位当り産出;®;のパー 

セ'ソテ一ジ変勤にひとしい。生産性の増加と賃金率の低下は労務費の引下げとして作用するから，

注 (5) Kendrick〔9〕，およびM a sso ll参照4 な お M assellについては朱公刊のため確認することができなかった《 

Benton P. Massell, Deterininants of Productivity Change in United States Manufacturing (unpublished Ph. 
D, dissertation, Department of Economica, Yalo Univ*, 1960)
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こめ変数は利潤率のパ一セシテ一ジ変動とブラスの相関にあるとみな:される。

( 5 ) 転嫁モデルの推定（1 )-^— アメリカのケース

これまでのキルパトリックの転嫁モデル，転嫁尺度，および集中度以外の独立変数の説明からす 

れば，残された課題は，はじめにかれ.のアメリカ製造業部丨lfJについての推定を述べ*さらに進ん 

で，同モデルをわが国製造業部門に適用したケースと.あわせ吟味することにある。そこでこのセク 

シ3 ンでは，かれのとりあげたアメリ力のケースから検討しよう》まずかれが推定を試みた多元回 

帰式は雄本的には以下のとおりである。 ，

ただし，变数にみられる記号はつぎに示すとおりである。

• 利 廳

1 9 5 4年の集中度

Kaysen—Turner 分類によるダミ一変数， その値は市場が地域的に分割きれていると 

き は 1, そうでなければゼロ

1 9 5 4年の集中度マイナス1 9 4 7年の集中度 ；.、. . - •

出荷額（デフレ—ト済み） ：

マンアワー当り賃金. . '  . . .  ノ
投入原材料価格指数 .
マンアワー当り産出高（デフレート済み)
売上利潤率（利潤/ 売上比率) ,
非法人企業により1958.年に生産された出荷額の割合 

" A /N ； 純資産償却率（償却額/*純资産比率)
なお前節で述べたように, 独立変数のうち代替変数としてとり入れられるものはつぎの変数である(  

X V :  X i；の代# 変数として，M eans^-Stig lerの分類によ名ダミ一変数,その値は市場が地域

‘ 的に分割されているときはV そうでなければゼロ     —̂——.~ i---------- -—■ ------ て- ベ'-.
注（6) ‘以上の変数はすべてかれのモデル分析に導入されてい冬が，しかしかれがffi要とみなしながら溥入されて 

いない変数が残されている. こ£ では参考のためそれら変数名を举げておこう。⑴需袈弹力性,（2丨資本利用度 

の変動，(3)会計夂损相対的茁贺度の変動（たとえば価格変動の認知に失敗したり，利潤をt’丨涂営業渚の货金 

と記帳するどと含) , ⑷経常能力，⑶ f i 々の目標’に対+ る願望，(6)リスクと割引傘に対する態度,⑵途桀内にお 

. ける利潤マ—ジンの分敗，(8)負偾プラス純資產対す名负债の比拳 /  (9)向比率の変動- (10>転嫁によ！)生みださ 

, れた利潤率格蓮に対芯する資本の流れ？（丨丨)集中度に関係しても転嫁に関係しない利潤率の増加。 キルパトリク 

クのばあい，とくに最後の(10),(丨丨)のみがffl祝され_ 述されているがここではとり上げない。 K丨lpatrick〔10〕p. 
384 .参 照 广 . . : .■ '  . • . . .  ' 卜 . ' 1 ■
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法人税帰着のクロス* セク、ンョン分析

および _̂ ' ( _̂ _)  : と’ の代替変数.として， それそれに 1 9 4 7年の出荷

額に対する賃金の比率（W 7 V )と 1 9 4 7年の出荷額に対する原材料費の比率（K /V) を 

乘じた合成変数

: 1 と ' ! ' の代替変数として，労務費と生産性の結合変数，ただしc m  
産出高，Wは賃金である。 '

法人税の短期的前転の有無をテストするためのK —モデノレの推定結果を検討するに先立って，か 

れのテストの基本方針にまず触れておくべきであろう。それは第1 に， CJ以外の独立変数はその回 

帰係数がゼロより顕著に大ないしは小でないならば，経済理論により予測される回帰係数の符号に 

したがい回帰式より落されることである。第 2 に，片側検定を適当とみなすンなぜなら，各独立変 

数について主張された仮説は，扔か。と果してプラスまたはマイナスの相関にあるか否かを明らか 

にするからで私る。第 3 に, 転嫁テストはC の回帰係数が顕著にゼロよりも大であるか否かに集中 

される。もし回帰式の結果が短期的前転の仮説と矛盾しなければ，転嫁度はC の回帰係数により推 

定されることになる。

表 4 - 3 - 1 : 従属変数と独立変数の標本期間の組合せ

利 潤 率 の 比 較 年 度 独 立 変 数 -
fo

ただし法定 
税 率 38%

Pi ^ 、 

ただし法定 
税 率 52% Poぉょび舍 ' 么0，W。， と Zu w u と 9i M0 M,

1949 1954 1949 1949 1954 1949 1954
1947-49 1954-57 1947-49 1947,1949 1954-57 1947-49 1954-56
1 9 4 8 、 1955 . 1948 1947 1955 1948 1955
1947-48 1955-57 1947-48 1947 1955-57 1947-48 ‘ 1955-56
1948 1955-57 1948 1947 1955-57 1948 1955-56

いま 1 つ触れておくべきは税率と標本期間の関係である。仮説により，ある時点1 における税率 

がそれに先だつ時点0 の税率より高いとき，jh lP Q = a + b C のクロス • セクシ3 ン回帰式の推定がお 

こなわれるのであるから，標本期間の選択も税率の引上げ前後の年度につもてなされる。表 4-3-1  
，にみるように，p o と灼の標本期間は5 組選ばれているが，いずれも趴の期間では法定税率は38 
パーセントであるけれども，P l の期間では58パーセントに引上げられている。 また独立変数も，

C (1954 年) ，X L または X L’，J 0  (1954 年と 1947 年)，U  (1958 年)，および A /N  (1955 年)，につ 

いてはすべて同一であるが，他の独立変数は同じ表にみるごとく，選ばれた従属変数釣 /抑の期 _  
に応じてそれぞれ異なった観測値があてはめられている。

表 4 - 3 - 2 では，1 9 4 9年 と 1 9 5 4年で，法定税率が 3 8 パ ー セ ン ト か ら 5 2 パ 一 セシトに引上げ 

ちれたときの産業間利潤率行動を説明する回帰式の推走結果が示されている。矛備的H)帰式.と名づ

播墙® 挪激錄靜雜辦辦路输絲線ミ徽驗破細-故勢連微施贼純赠鄉

法人税帰着のク セクション分析

けられているように，たとえば回帰式番号1 と 2 では独立変数が1 1 個も適用されているが，回滞式 

番号 4 では 3 箇までにしぼられている。同表で回帰式番号1 7 にいたるまでめ推定結果はすべて， 

左から定数項，独立変数の回帰係数，またその下の拮弧内は《検定値，右端の R2 は決定係数である。 

この表では，1949年 と 1954年の組合せの推定結果のみが掲げられてI 、るが, かれの説明によると， 

第 1 にこの組合せ，とくに 1 9 4 9年の利潤率ば他の年度よりも安定的であり, したがって免/2 V と 

C の関係から推定される転嫁度は一層信頼できること，第 2 に他の年度をとったばあいの回帰式で 

はC の回帰係数は有意水準5 パーセント以下では有意とならないことのほか，他の推定結果はほぼ 

同様であることから蜇複を避けたことにあるとされている。とごろが，1949年と 1954年の推定結 

果，とくにわれわれの関心であるC.の回帰係数をみると，. それらはすべてプラスであり，かつ有意 

水準 1 パーセントで有意であるのみならずゼロより顕箸に犬である。そこでがれは，予備的推定結 

果からえられる利潤率行動の仮説をつぎのごとく肯定する。「ここで見出したものは， より集中的 

な産業は集中的でない産業にくらベ，法人税率が引上げられた期間中に，利潤率を引上げたとい5 
基-本的仮説と一致するものである」。

利潤率行動の仮定をめぐり数々の独立変数の有意性について検討を逭ねた結果， 表 4 - 3 - 3 に示 

される.ごとき最終回帰式の推定結果がえられる。最終回帰式に残った変数は， C，7h，Z イZ 6 の 3 変 

数であって，残余の独立変数は，すべて前節で彼定されたごとき於/科の行動様式を説明するには 

重要度に欠ける変数として棄却される。さらに最終回帰式の推定結果がC， 趴，Z,/Z0 , の 3 変数 

について5 本示されているが，それらは先に選ばれた5 組の標本期間に対応するものである。最終 

回帰式の推定結果をみると， C の回帰係数はすべて有意水準1 パーセント以上でかなり有意であり, 
このことから，かれは先に予備的回帰式で肯定した仮説をいま一度確認することになる。すなわち， 

法人税率が引上げられると，集中的産業の利潤率は非集中的産業の利潤率よりも引上げられる。そ 

れゆえこの結論からすれば, 転嫁度も容易に推定しうることになる。

しかし転嫁度の推定に進む前に検討すべき問題点がいくつか残されているはずである。かれはそ 

の問題点をつぎの3 つと考えている。⑴種々の標本期間の組合せをめぐるC；の囱帰係数がどこまで 

コンシステントでありうるか，⑵ありうべき別途の集中尺度をとればどのような異なった帰結をう 

るか，回掃式全体の妥当性はどうか，かつまた推定結果をめぐり別途の解釈が成りたちうるのかど 

うか。これら問題点の検討は確かに転嫁度推定にとって不可欠である。しかしここでは，K — モデ 

ル全体の妥当性を最終的に検討すべき段階で触れることとし，立入ることを控えたい。

かくて以上の回帰式推定結果を趟礎とし，かつ先に定義した転嫁尺度にしたがい，セれわれの直 

接的課題である転嫁度の推定に到達することができる。転嫁度推定値は表 . 4 - 3 - 4 に一括されてい 

る。先の推矩手続きから容易に想像できるように，猶々の仮矩のもとで幾多の推定値が算定しうる

注（7) Kilpatrick〔10〕p. 394 参照。
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表 4-3-2 : K -モデルの予備的推定結果

*

_ 式 
# 号

a C Po x L x-L A
N So U

-7 0.7302 0.4967 -3 .8467 0.3389 — 0.0242 一 6.4688 ：1.4558 0.2857
1 (2.534**) (一 4.412**) (2.455**) ( -0 .2 7 3 ) ( -1 .5 7 1 ) (1.141) (0.537)

2 1.1650 0.5276 -3 .3915 0,4570 0.0321 -2 ,5 3 81 1.1999 0.1330
(2.517**) (一 3.706**) (3.021**) (0.349) ( -0 .5 5 5 ) (0.817) (0.240)

3

4

6

1.1623 0.5327 -3 .3709 0.4522 0.0326. —2;4046 1,1482 0.1299

0.7186

0.7113

0.7172

(2.605**)
0.5313

(3,176**)
0,5462

(3.134**)
0.5332

(3.034**)

(-3 .7 6 4 * * )  
一 2.3394 

(-4 .1 0 0 * * )  
一 2.3720 

(一 4:076**) 
— 2.3435 

(-4 ,0 1 1 * * )

(3.108**)
0.3308

(2.738**)
0.3335

(2.741**)
0.3315

(2.695**)

(0.356)

0.0278
(0.322)

0.0029
(0.036)

( -0 .5 4 3 ) (0.819) (0.235)

7 0.7156 0.5356 -2 .3388 0.3336 -0 .3 4 5 3
(3.076**) ( -4 .0 7 9  料） (2.669**) ( -0 .0 9 3 )

8 0.7465 0.5209 .-2 .8 4 0 7 0.3154 . 0.9562
(3.100**) (-3 .4 3 3 * * ) (2.576**) (0.837)

9 0.6976 0.5525 — 2.3222 0.3343 0.1113

0.7177
(2.839**)

0.4965
(-4 .0 1 2 * * )

-2 .5869
(2.729 枯） 

0.3724
(0.215)

10 (2.981**) ( — 4 . 4 5 6 , (3.061料）

11 0.9546 0.5128 — 2.3982 0.3654
(3.031**) (-4 .1 6 2 * * ) (2.845**)

12 -0 ,7200 0.4493 -2 .8335 0.2431
(2,742 料） (-4 .9 3 9 * * ) (2.023**)

13° — 1.4994 0.4060 一 3.0270 0.2175
(2.433**) (-5 .1 0 8 * * ) (1.793**)

14 0.6874 0.5445 -2 .3525 0.3148
(3.048**) (一 4.025**) (2.469 林）

15° 0.7560 0.5500 — 2.3679 0.3258
(3.076**) ( - - 4.049 林 ) (2.550**)

16 0.6806 0.5253 -2 .3269 0:3269
(3,035**) ( -4 .0 1 5  料） (2.629**)

17 11973 0,4798 -2 .5684 0.3733 ■
(2.860**) ( — 4.44(3 料） (3.067 林）

ニ段陪最小自乘法で推逛

5 パ一セント布意水準（m il度修正済みの臨祀値1.660) 
1 パ一セント有意水準（冶t丨攸修正済みの臨界値2.364)
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(アメ リ カ の ケ ー ス ） 1949-54年

(括弧内はノ换趙 )
AC

0.9793
(1.734*)
1.2100

(1.946*)
1.2050

(1.952*)

1.0190
(1.810*)

<h

-0 ,1894  
(一 0.648) 
-0 .3 7 5 3  

( -L 2 1 9 )  
-0 .3 6 79  

( -1 .2 2 4 )

iOi
Wo

0.5736
(1.485)

一 0.2283 
( —0.806)

0.4875
(1.349)
1.3338
(1.698)

M,
~M：

0.9360
(2.296)

0.8921
(2.341)
0.6779
(1.621)

( f )

-0 .1 2 45
( -0 .3 0 3 )

一 0.0918 
(一 0.231)

-0 .1 2 4 2
( -0 .3 4 4 )

0.133
(0.036)

0.0113 
(0.034) 
0.0654 
(0.196)

— 0.1054 
( -0 .2 7 7 )

⑶ • H D 。

0.0471
(0.148)

0.5365 
-1.828)
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IV
0.3032 

OJ343 

0.2341 

0.1864 

0.1872 

0.1864 

0.1864 

0.1921 

0卿 8 

0.2124 

0.1917 

0.2573 

0.2651 

0.1884 

0.1874 

0.1866 

0.2129



推 定 値

回帰式番号と6 の推定値
総 転 嫁 度 差 '別•的転嫁度

お よ び 信 ，頼 区 間 . 納税法人の 
平 均 税 率

法 定  
税 率

.納税法人の 
平 均 税 率

法 定  
税 率

回掃式⑽：スタンダ一ド. ケース

1 b 94% 75% 78% 62%
2 b + 1 .661s 141 112 116 93
3 b + 1 .982s 150 119 124 99
4 b +2. 625 s 167 133 - 138 110
5 6 —1,661 $ 46 37 38 31
6 6 -1 .9 8 2  3 36 29 30 . 24
7 6 —2. 625 s 17 13 14 11
8 回帰式<时6 125 100 104 83
9 同 伽 ) b 126 100 • 104 83

10 同 ㈣b , 124 99 102 82
11 同 蛾h 116 92 96 77
12 冋 （丨0) :最大集中産業の転嫁度 

が 100% として推定値b を割引い 
た ケ - ス ._  式 (18), (19), (20), (21),
(22)よ り 雛 '

46 45 41 41
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表 4-3-3 : 最 終 推 計 結 果  

(括弧内は上段が回婦係数の標準誤差，下段はも検定値）

* 5 パ-セント有意水準

* * 1 パ— k ント有意水準

回帰式 

番 号

t の 標 本 襲 a
独 立 変 数

R2
Po Pi C 么Zo

18 1949 1954 0. 7186 0. 5313 -2 .  3394 0.3308 0 .1864
(0.1673) (0. 5705) • (0.1208)
(3 .176 林) (-4.100**) (2. 738**)

19 1947-49 1954-49 0. 4240 0. 7158 - 1 , 3516 0. 3108 0. 2792
(0.1405) (0..5189) 0. 0782
(5.095**) ( -2 .  605**) (3. 974料)

20 1948 1955 0. 7121 0. 7197 -1.8920 0. 2236 0. 2756
(0.1511) (0. 4774) (0. 0724)
(4. 763**) ( - 3 .  963料） (3. 091**)

21 1947-48 1955-57 0. 5969 0. 7060 - 1 . 5403 0. 2028 0. 3282
(0.1341) (0. 4303) (0. 0589)
(5. 266**) ( -3 .  580**) (3. 440**)

22 1948 1955-57 0. 7787 0. 6604 -1.8804 Q‘ 1516 0. 2634
(0.1143) (0. 4524) (0. 0643)
(4. 577**) (-4.157**) (2. 358*)

表 4-3-4 : K—モデルの転嫁度推定値

(ア メ リ 力 の ケ ー ス ）
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ため, ここではがれがスタンダード. ケースとよぶ転嫁度推矩値をはじめとして重要度の高いと思 

われる推定値を挙げる.にとどめようa ただし，スタンダード . ケースとよばれる転嫁度推定値は,転 

嫁度推宠に用いられる集中度C とその回帰係数6 は回帰式番号1 8 より算足されるが,かく呼ばれ 

る根拠の1 つはその標本期間である1 9 4 9年 と 19 5 4年が他の,年度に比較して第2 次大戦後の不均 

衡の影響が少ないことに求められ，いま 1 つは， 同じく転嫁度推定に用いられる. 1 9 5 4年 、1957 , 
年の平均産業利潤について，產業規模の測定に関する攪乱耍因が最小とみS しうることに求められ 

ている。

同表に示されるごとく，スタンダード• ケースによる転嫁度推定値は，差別的転嫁度の6 2 パ一 

セントから総転嫁度の9 4 パ一セントにおよんでいる。差別的転嫁度は, 既述のごとく，最低集中 

度の産業では転嫁は生じないという仮定に基づいており, これに対し，樵転嫁度は集中度ゼ户の.産 

業では転嫁は生じないと仮定されているから，どちらの転嫁度を選ぶかは, 仮定の.現実性により決 

定されよう。同じように，平均税率を選ぶか法定税率を選ぶか，どちらの税率が転嫁度推定に当っ 

てより現実的と考えられるかによって転嫁度推矩値も決定ざれよう。

転嫁度選択にっいては経済理論的側面とは別に，統計的側面からも問題が残されている。同じ表 

に勹いて，第 2 行かち第7 行までは，同じく標本期間1 9 4 9年 と 1954 年についての回婦係数の信. 
頼区間，9 0 パーセント，9 5 パーセント，9 9 パーセントのそれぞれについてありうべき#云嫁度を 

比較したものである。いずれの信頼区間をとっても，転嫁度の格差はかなり大きくなっている。た 

とえば, 平均税率による転嫁度を站パ一セントの信頼区間の上限でとれば総転嫁度1如パーセ 

ント（第 3 行）となり，下限でとれば3 6 パーセント (第 6 行）となって，その差,は 1 1 4 パーセント 

という驚くべき値をとることになる。したがってかれは意味ある点推定を断念し,転嫁度測定をす 

ベて区間推定に限定することになるが， しかし，これらの信頼限界からみた転嫁度推定値のいずれ 

によっても，かなり顕著な転嫁度が検証しうるとしている》

同様に， 先の最終回帰式の推定結果（表 4- 3- 3) にしたがって， それぞれの転嫁度推定値をみる 

と，㈣式から㈣式にいたるまでいずれもスタンダ— ド. ケースよりも比較的高い転嫁埤を示してお 

り，と く に 1 0 0 パーセントを上回わる高い数値がえられる点で注目されよう(表 4.-3- 4 の第8行か 

ら‘第 U 行)。1 0 0 パーセントを超過する転嫁度（いわゆる過剰転嫁〉は，す で に K — モデルの 

推宠値にっいてもえられている。 K —M は過剰転嫁現象の説明として，寡占企業が税率引上げを 

価格引上げに対するシグナルとして受けとり，法人税を転嫁するのみならず超過利潤獲得の機会を 

とらえたのだとした。キルパトリックはこれに対し疑問を表明する。第 1 に，戦後の 1947年から57 
年までは物価上界が一般的であったので，窬要曲線の屈折はあまり永続しなかったと思われるから 

過剰転嫁の紐会も少なかったはずである<»第 2 に，過剩転嫁説では，転嫁度は強力な寡占企業より 

も弱い寡占企業でより大きいことになる。なぜなら独力な寡占企業は有効な価格リ一ダーシップを
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どるため，永続的に需要丨U丨線の屈折を抑制することがないからである。しかし，転嫁度は集中度が 

高まれば増大するはずである。K 一モデルでは, p i l p o は 集中度が 0 . 5 0 か ら 0 . 7 4 の範囲よりも

0. 5々ん ら 1 . 0 0 の範囲においてより高かったのであるから，結局, 0 . 7 5:以上の集中度でも有効な 

偭格リ一ダー 'ンヅプにとって不足するのが，あるいは過剰転嫁説が不適当であるのかどちらがでな

けK ばならないとしている6
. .. .
K —杏デルの過剩転嫁帰結のありうべきいま1 つの解釈は，かれ^ :よればつぎのようになろう。そ 

れは 1 產業内部にぉける種々の利潤マージンに注目する。かりに利潤について加重平均された利潤 

マージソO 申均以上である価格リ一ダーの企業が，1 0 0 パーセント法人税を転嫁し，またかりに当該 

産業の他の企業すベそが同額だけ価格を引上げナことすれば, 他の企業の平均利潤は1 0 0バーセント 

以上引上げられることになろう。がぐて, 当該産業の転嫁度は100,パ一セントを超過することとな 

ろう。との解釈は過剰転嫁の規模が小さいかぎり理解に難くないが，K - M ないし K — モデルに 

示されたがなりの規模の過剰転嫁については不充分としかいえないであろう。だとすれば，K — :モ 

デルの過剰転嫁帰結を説明するためには, あ ら た め て と C との関係を吟味すべきことが求め 

られなければならない。

■ と C との間のプラスの相関には，当然法人税以外の要因が入り込む余地が残されている。 

K —モデルのばあい，モデルの特定化に当って選ばれた独立変数は，理論千デルと対応して決定さ 

れた:^けではないがら，いわばK —モデルの弱点がここに集中して露呈されてくる。この点は, K  
—モデルをわが国に適用したケースにおいても同様である。 .

かれがとの弱点を克服するためにとった修正措置はつぎのとおりであり，その結果は表4 - 3 - 4 の 

第 1 2 行に表わされている。それによると，仮定としていかなる産業も1 0 0パーセント以上の転嫁 

はありえなかったとし，か つ と C との間のプラスの相関を生‘ だした產業のすべてについて， 

法人税要因と税外要因は同等の重要度をもっものとすれば，第 1 2 行の転嫁度は最大値を表わすも 

のとされる。算定の方法は，最大集中産業の6 C め推定値をうるため，1 0 0 パーセント転嫁に必要 

な額として現実の6 C 推定値について4 ニ! 1 を割引き, 他産業の6 C 推定値についても同比率 

で割引く。その結果/ 転嫁度は 4 1 から 4 6 パーセントの範囲と推定され，それはスタンダード* 
ケースでえられた転嫁度推定値のほぼ半ばに相当するととがわかる。そこから導出される結論は, 
いかな名産業も1 0 0パーセント以上の転嫁は果しえなかったとすれば，ここでえられた4 1 から46 
パーセソトの転嫁度は，スタンダード•，ケースに代わる法人税転嫁の妥甾な推定値を意味すること 

になる。

けれども，キルパトリックは転嫁度の精確な数値をもって結論を与えることをしない。むしろこ 

れまでの証左からすれば,‘ かなりの程度の短期的前転が生じていると結論するC とができるのみで 

あるとしている。かれの指摘するごとく，各推定値の信頼[S間はかなり広く，また推矩に用いられ
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法人税帰着のクロス，セク、y v ソ分析

る税率の定義は相互の間で差異が大きく，かっまた転嫁力と集中度の関数関係も種々の可能性を考 

慮すれば誤差も著しく拡大されよう。このような問題点は当然とりあげられね.ばなら.ないが，ひと 

ま ず K — モデやをわが国の製造業について適用した推定結果を検討したうえで,あらためて吟味 

することにしよう。

( 6 ) 転 嫁 モ デ ル の 推 定 （E )— わ が 国 の ケ ー ス 一

. , . ) .  * . . . . .
TC一 モデルをわが国め法人税帰着分析に適用するばあい，留意すべき点ば幾多存在するけれど，

とりわけわが国およびア‘メリカの産業構造と法人税構造の相違点ならびに類似点に注目する必要が

あろう。とぐに相違点については，独立変数の選択，データの処理，推定結果の解釈等にいたるま

で慎重な吟味を要することになる。 • ’
アメリカの産業構造を集中度に限定してみると，戦後期に選ばれている標本期間では,製造業全体

(8)
め集中度の高まりは停滞しむしろ集中化は進行していないといえるようである。わが国においても, 
標本期間として昭和2 5 年 と 2 9 年を選んだが，その間の集中度は同じく下降傾向が支配的であっ

たとみなされている。もちろんわが国でもブメリ力でも，集中度の元来低かづた産業では集中化が- • . . . .

進荇する傾拘があるとはいえ，反面集中度のかなり高い産業では集中度が一層高まるよりもむしな

低下する傾向をみせるため， とく r アメリ力では戦後に集中合併が盛んであったにもかかわらず，

全体として集中度の低下した産業が増大し，集中化はむしろ進行しなかったと考えられる。このよ

うな日米め集中度の推移は1 つの類似点どして注目してよいであろう。 .
推移とは別に集中度水準についても日米の比較に触れておかねばならない。市場における集中度

& ，おおまかにみてアメリ力よりも概してわが国の方が高いようである。われわれの標本期間とは

若干ずれるが，昭 和 3 0 年代初期の日米について， しばしば利用される上位4 社と 8 社が占める生

産集中度を比較するど，主要製造業の8 3業種のうち，アメリ力に比べて日本の方が高いもの4 8 業
種, アメリカめ方が高いもの2 0 業種，両国同程度のもの1 5 業種を数えることができる。そのか

ぎりでは, わが国の企業集中度も，アメリ力に劣らず国際的にみてもかなり高い水準に達している
(10) •

とみて差し支えあるまい。ただし, 先の集中度推移の比較との関連でいえば，アメリ力は資本主義

諸国の:うちで最^;強力な独占禁止法をもつとされているのに対し，わが国では昭和2 2 年に独禁法

注（8 ) キルパY V ックが逃んだ観察期_である1947年〜5 7 年では, 鉄道•銀行のよ5 に企業合併および合同が ’ 
顕著であったり， 娥維 • 食恥工業のごとく技術進歩に伴う集中化の促進もあったが， 全体としてみて集中化 

はむしろ停滞していたといってよい。 その理山め第1 は急激な新設企業の進出であり，第 2 は政府の集中化阻 

止政饿によるも<6であり， 结 3 は経営多角化によ名シェアの分散に求められよう•，また技術革新による新産 

業 • 新伞業の勃興も同じような効果を.もったと考えられる。高柳 ;〔15〕参照。 -

< 9 ) 御園生〔15〕参照。 ■ , .
< 1 0 )公正取引委員会(12〕，原豊〔5〕参.照。 -
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が施行されたが，周知o i うにその後の改正で拘束力は弱められている• われわH の擦本期Mに酿 

定してみても，右炭，スフ，鏞 紙 荀 性 ソーダ部門で'すでに自主（地下） カルテルが進行し，2 7 年 

には通産省の勧告の形をとづた， いわゆる勧告操短が綿钫• スフについてなされている。 ま た 28 
年には独禁法が大幅に改正され，不況カルテルと合理化カルテルが認められるにいたり，とくに生産 

数量制限と併行した価格協定も可能となり，また合理化カルテルの面で生産品種の制限が一部認め， 

られるにいたったことも，帰着分析に当って無視することはできない。集中度が転嫁力のよりよき尺 

度であるためには，独占力と集中度の関係を明確化するに当って一考を要するはずである。

モ デ ル を わが国に適用する に 際して，標本期間として昭和2 5 年 と 2 9 年が選ばれているが， 

それは主として法人税率が2 5 年 に 35 パーセソトであったものが，2 7 年度以降4 2 パーセントに 

引上げられ；.3 0年に再び /10パーセントに引下げられるといづた税率の変遷に対応している.にずぎ 

ない。2 7 年の税率4 2 パーセントへの引上げは，従来の 3 5 パーセントに対し2 割引上げに相当す 

るが, これは朝鮮動乱による特需景気で企業の収益増大が著しく，とぐに大法人を中心に社内留保 

が飛躍的に増加したととと並んで，いわゆる法人成りの着増が示すごとき法人•個人の税負担格差 

を是正することを主目的としていたとみてよい。

税制面で昭和2 5 年 と 2 9 年を比較するさいに留意すべきば租税特別措置の対象拡張である。#  
別措置は邪年 .以降数多く追加され， 利子所得の特例， 輸出所得の特別控除， 増資配当免税のよ 

うに実質的減税となるもの，価格変動準備金，退職給与引当金，重要機械に対する3 年間 5 割増特 

別償却のごとく課税繰り延べの性格をもつものの違いはあれ，これらは当該期間に設けられ，とく 

に大法人の実効税率を引下げるに寄与している。これら特別措置の減税効果を考慮すれば, K — モ 

デルをわが国に適用するばあい，アメリカより以上に法定税率と実効税率との差異に注目する必要 

があろう。前述のごどく昭和2 7 年の法定税率2 割引上げにもがかわらず，実効税率は2 6 年の47 
パ一セソトから50バーセントへと僅か7 分足らずの引上げに留まづているのも，特別措置の減税効 

果^:負うところ少なぐないと考えられるからである。それゆえ法定税率のみならず実効税率も含め. 
て，K —モデルによるわが国法人税の転嫁度推定を試みることにした。 、

まず資料については，他のモデルと_ じ く 「本邦事業成績分析」を主どし，これに「工業統計表j: 
と公取委編「日本産業集中の実態j を併せ利用することとした。このばあい統計処理の面で最も因 

難な数値作成は，集中度の算定である。.なぜなら，「本邦事業成績分析j における業種および企業分 

類は，当然のことながら公取委の業種，企業，品種分類と必ずしも一致するとは限らないからであ 

る。そこで両资料について，各企業の主要製品と業種分類を細分して苒播成する手続きをとらねば 

ならなかった。その結果，三菱資料によれば製埠業について53 業種まで標本がえられるはずであ， 

るのが，公取委資料とのつき合せの結果3 2 燊猶にまでしぼらざるをえなかった。とめ点は,アメ 

" 德 業 独 ま で 標 本 が 麻 る の と 比 = _ 備 が 今 一 ^ ^

緣 统 '織 胁 赫 齡 機 ?{8 •叙 技 © 雜 船 猫 從 嫩 ■峻 猶 派 鄉 蛛 分 ^^ ... ' ' V
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するほかない。さらに，K —モデルがアメリカに適用された際，幾多の未公刊資料が利用されたり， 

またその利用に際しても種々の加工がなされている。. たとえば，出荷品目別..投入原材料別のデフ

レ一ターとか労働生産性に関する従業員数，労務費, 生産# i等がそうである。したがっで，K — モ
• \
デルをわが国に適用するばあい，まず資料の而で3 つの独立変数が代替されていることに留意せね

ばならない。わが国の製造業について推定されたK — モデルの回帰式は次式のとおりである。

. . . . .  . ' , . 
^ = a + 6 1C + M C + M o  + 6 ,(- |- )  +  6 s ( ^ )  +  fe6( ^ )  +  67̂

.ここで，従厲変数は昭和2 5 年の利潤率に対する昭和2 9 年の利潤率を表わし，利潤率は準資産に 

対する税込み利潤，また添字は0 が昭和 2 5 年， 1 が昭和 2 9 年を表わす。同様に独立変数もC は 

2 9 年の集中度，A G は 2 5 年 から 2 9 年にいたる限界集中度, ， は基準年度利潤率として25 年

'の利潤率である。Z 抓 は出荷比率であるが， 前述のごとく適当なデフレーターを欠いているため,
• - ■ '

価格未調整で)i n 、られた。 つぎの n 紙 は売上高に対する賃金支払額比率であり，m の 

代替変数として用いられ， MVM'。も売上高に対する投入原材料費比率であって， Mi/M。の代替 

変数として用いられた。Po/S。は売上利潤率, A / N は自己資本に対する減価潰却比率であり，いずれ 

もK —モデルの原型と同じである。最後に，B o /B iとして自己資本の変動比率を導入したが，これ 

，はわが国の企業資本構成のアメリカとの相違点を考慮して追加されたものである。なおK — モデル 

の原型では,地域ダミ 一 .変数とし て XL，X ，L が導入されていたが， これらはアメリ力経済の特殊 

性を反映するものとしてわが国のケースでは落すこととした。非法人企業出荷比率U も同様に考え 

ることができる力I むしろわが国のケースでは統計資料の制約から含めることをしなかった。

さきの回帰式をわが国に適用すると， 表 4 - 3 - 5 のようにK — モデルの予備的推定結果がえられ 

る。推定の手続きとして，まず独立変数すべてについて推定が行なわれたのち，K — モデルの原型 

で重要視された3 つの独立変数—— C, p 0> Z 7Z。—— を中心として他の独立変数を順次組み合せる• 
という方法をとった。推定結果の表示もアメリカのケースと比較しやすい形式をとった。

推定結果は, クロス•セクシ3 ン分析の例に拽れず，. あまり良好な推定値がえられておらず，とく 

にアメリカのそれと比較してみてもブイットは落ちているとみなさざるをえない。決定係数R2 が 

峙系列分析結果を見慣れているひとには当てはまりがあまりよくない点で驚かれるであろうが，こ- 
れはアメ リ力でもほぼ同榇’の結果しかえちれなかったことを想起してほしい。各回帰係数の符号条 

件は，僅かな例外を除けば，すべて満たされているといってよい。アメリカの推定結果との比較で 

.最も異なるところは，各回帰係数推定値の下に掲げられたf 搀定値である。キルパトリッダは,標本 

期間をいくつか澤びだして最終推定結果にまでもちこんでいるが，わが国のケースでは，前述のよ 

うに税率引上げの期間が限矩されているのみならず，_ 本期間として不適切とみなされる年度もあ 

るため，予備的推定結果をもって最終結果に代えざるをえなかった。これらの推定結果のうち比較 

嫌 と 思 わ れ る 鼠 舰 麵 ^ 咖 ー ™ 推 離
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ついて転嫁度推定値を算出してみた。

表 4 - 3 - 6 では， 転嫁度推宠値を_ 転嫁度と差別的転嫁度,ざらに先の法定税率とに分けて算宠 

されている。この表で目立つとこ6 は，総転嫁度も差別的転嫁度もいずれi 法定税率で算定すれば 

すべて100パ一セント；以上の過剰転嫁度がえられるという点であろう。これに対し，実効税率て:算 

定された転嫁度はすべて100パーセントを下回わり，4 2 パ一セソトから8 4パ一セントの領域には 

いっている。その主たる原因は，法定税率のばあい昭和2 5 年で 3 5 づーセソト，2 9 年 で 4 2 パー 

セントであってその格差は？パーセ、/ トにすぎなV、が，実効税率のばあいそれぞれ2 7 . 9 パ一セン 

トと4 8 . 8 パ一セントであって，その格差は実に2 0 . 9 パーセントにおよんでいる事実に求められ 

よう。アメリカのケースでは実効税率と法定税率とについてえられた転嫁度は，総転嫁度と差別的 

転嫁度のどちらについてもわがH P ような闋著な転嫁度格差を示していない。むし6 逆に,実効税 

率で算定された転嫁度は法定税率のそれよりも高い推定値を示している点で，わが国と対照的結梁 

がみられる。アメリカとわが国の間でのこのような差異は，わが国のケースでは地方禅も含めた全 

製造業の実効税率が用いられ，昭和 25年と 29年との間の実効税率の格差が著しかぅたのに対し，

アメリカのケースでは欠損法人の利潤減少分だけ'平均税率は法矩税率を上回わるけれど， 比較年 

度間での乎均税率（実効税率）の格差はわが国に比較して少なかったg とにより説明されよう。キル 

パ トリックは，法定税率は法人税負担の精確な表示とはみなしがたいため平均税率も併用したとし 

ており，またアメリカのケースでは両者による転嫁度は大きな格差をみせていないが,わが国のケ 

—スでは転嫁度推定に用うべき有効な税率の選択という問題がとぐtこ残されることになろ' 。総転 

嫁度と差別的転緣度の間の格差は,•わが国とアメリカにつV、ていずれも総転嫁度の方がより高い推 

定値がえられ，これについては定義からして当然と考え弋よV、であろうo

表 ,4- 3- 6 .: :K— モデルの転嫁度 榫 定値

(わ が 国 の ケ ー ス ）

推 足 L 値.、

回 帰 式 番 号 総 転 嫁 度 差別的転嫁度

実効税卑 法定税率 実効税率 法定税率

1 0 掃式⑴ 50% 172% 42% 144%
2 ，同 (2) 84 • 287 ■ 70 240
3 同 ⑶ 80 272 67 228 •
4 同 (4) 56 190 47 159
5 同 (5) 46 158 - 3 9  ' ■：；132
6 同 (6) 83 283 69 237
7 n (7) 81 ,2 7 6 68 231
8 同 (8) ....’ . . . . ；.. 77 261 64 ; 219
9 冏 ⑷ ：最大集中座:業の 

転嫁度を 100%として推定 
値 6 を割引いたケース

43
:. 丨.

43 36 36

39
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• 法X 税帰着のクロス. セク'ンョン分析

回帰式番号⑶では，先にアメリ力について過剩転嫁推定値を調整するため，最大集中產業の転嫁 

度を 1 0 0パーセントとしセ推定値b tこついて割引かれた転嫁度が算定されていたが，わが国につい 

ても同様の算定を試みてみた。その結果ば，修正転嫁度 3 6 ないし 4 3 パーセントと推定され，‘こ 

の推定値に関する限りアメリ力の推定値4 1 ないし 4 6 パーセントにかなり接近しているとみるこ 

とができる。けれども，キルパトリックが合理的代替推定値とみなしたように,果してわが国につ 

いてもそのようにみなしうるか西かは，かかってK —モデル自体の理論的斉合性と.統計的検証の有 

意性に依存することとなろう。次節では，ふたたびK — モデル理論構造に立ち戾ってこれまでの推 

定結果を吟味してみたい。 . . ，

( 7 )  K — モデルとその推定結果の評価  , ..

独占力と利潤率比を転嫁指標とするK — モデルは，法人税転嫁仮説のうちの有力な根拠にもとづ

き啓発的な分析成果をもたらした点で評価できよう。けれども, パイオニア • ワークにつきまとい

がちな欠陥をK ーモデルが免れ.：t：いるわけではなく，批判さるべき点ならびにこんご改良さるべき

ところも少なくないと考えられる。

批判点は大別すれば，理論モデルの構築とその推定過程に分かれるが，とりわけ帰着分析の観点

からは，転嫁力の指標としてとられた独占力（ないし支配力）の定義を一層鮮明とする必要がある。

—言にしていえば, 集中度は法人税転嫁のための必要条件であっても，十分条件とはならないと考え

られるからである。「集中率以外に転嫁に影響する変数」として，キルパトリックが売上利潤率を独

立変数として追加しているのも, かれ自身がその欠陥を熟知している証左とみなしてよいであろう。

ゴードンの批判点の 1 つもここに向けられている。ゴードンは，もしK — モデルについて税率が不

変の 2 期間について，または税率が低下する2 期間について同一のテストを行なっても，C について
(il)

同じような有意な回帰係数がえられるであろうと批判する。集中的産業の企業利潤は，税率の炎化

とは無関係に， 非集中的産業のそれよりも増大（ないしはより少ない減少）を示すであろ，うとし， 亊

実，1929年と 3 3 年の間で税率が不変に留まっていたにもかかわらず，利潤率は集中的産業である

タバロおよびアルミ産業において，非集中的産業である繊維産業におけるよりもより少なく減少し

ているのはその証左にほかならないとしている。

転嫁力を最もよく表.わしうる独占力の指標をいかに規定するかと,いう問題は，まさにK — モデル

そのものの根底におかれた課題である。統計的研究において独占度は，第 1 に生座設備に関する集

中 (技_ 的集中) ，第 2 に企業に関する# 中 （経済的集中)，第 3 に金融面で関述した企業集団に関す

る集中 .(金融的集中）と大別されるのが通常であろう。また一般に集中を洳定する雄準として，⑴屈

注（11) Gordon〔4〕pp. 751〜2 参照。 この種のテストはゴードンも試みなかったが， わが国のケ一スでも行なわ 

れていない，しかし転嫁理論の苒楷成のため^:はこの植のテストは情報袖充の意味で必剪と考えられる。

法人税帰着のクロス • セクシ a ソ 分 立

用労働者数，⑵產出額，⑶資產額がとられるのが,わが国のみならず欧米め慣行であるといってよ 

いであろ( r。なかでも最も広く行なわれている方法は,生產品目別に上位数社の生産数量の全体に占 

める割合をもって集中度ないし独占力とするものである* しかしこの方法では，品目が細分化され 

単位も異なるため全体的統合は困難となり， しかも大企業であるほど多品目生産をしており，そ れ , 
だけに生産の集中度は独占力を正確に表わすことにはならない。そ？:で生産数量に代えて，出荷金 

額 （売上高）を用いれば,そのような弊害は除去でぎよう。K —モデルで ?出荷金額が用いられている 

のもそのような意図を反映しているものとみなしうる。けれども，売上高を用いると，企業間の中 

間財取引きは含まれるが，企業内部の取引きは相殺ざれて表面にはでないから巨大企業の事業部間■ 
取引きを考慮に入れるとこの種の集中度は独占力の過小表示となりやすいであろう。だとすれば，

すべての中間財取引きを排除した付加価値が, 集中度の算定に用いられるべきであると考えられる。 ノ 

しかL それが果して転嫁力としての独占力にとって最適の尺度となりうるか否かは，別個の問題と 

して吟味されねばならない。ここでの課題は, たとえば公取委賴査において，集中度の「総合的挫 

準j により寡占競争の類型化が試みられている裳「総合化」という r51i.想的」雄準を求めること . 
よりも，寡占企業の価格支配力すなわち転嫁力の指標としての独占力をいかに規定するかにあると 

いっても過言ではない。 ; ,
キルパトリックの転嫁仮説では，「他産業よりも多く独占力をもつ産業は, 他産業よりも,潤本 

を引上げ，かくて法人税をより多ぐ転嫁するであろう」と寄れ，独占力すなわち集中度の高い産業- 
では，主要企業の利潤率支配力もより大であり，したがって転嫁力もより大であると明示的に仮定 

された。この命齒自体は法人税転嫁をめぐ令論争の過程で広く容認され, またそう考えられたから . ; 
こそ，キルパ ト リ ッ ク も，この命題のテストが法人税の短期的前転の存在テストであるとみなすこ 

とができたのである。 .
K —モデルでは，独占力の代理変数として売上高集中度をとら冬，こ れ に よ り 従 属 変 数 で あ る 利 • 

' 準率比を説明することをつうじて転嫁力を説明しえたとした。しかし，かりに売上高集中度が独与 

力の適切な表示であるとしても，それが転嫁力を説明する適埒な変数となりうるかどうかは，そ の * 
間の論理的連鎖をより厳密に規定することにより決定されるはずである。第 1 に，短期的前転の存 

在テストとしては，企業の価格支配力奪つうずる利潤率支配力， したがって転嫁力につなが今こと 

になる。これがK —モデルを貫ぬく.、論理的速鎖の1 環であることは明白である。そうであるとすれ 

ば，K —モデルにはおのずから転嫁力の上限と下限が，価格亥配;それにしたがって画されてい 

るはずである。なぜなら第2 に，企業は市場における価格支配力奪高めるために市場占拠率を高め 

るとしても, そのためには伽格• 非価格_ 爭の過稈で,目檩利潤率の最低限以下に利濶率が低下す 

る C とを阻正す令ため，製品価格の引下げに下限を設けざるをえないはずだからである。企業が価

注 (12) たとえば Sylos-LaWni〔13〕，Machlup〔14〕，越 村 〔11〕を参照。

( 1 3 ) 公正取引姿•員 会 〔12〕を参照。
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法人税帰着のクロス • セク、ンS ン分桁

格引上げにより短期的前転を大幅に達成しうるとすれば,この下限から出発するときに転嫁度は最 

大となりうるであろう。企業が市場支配力を獲得するため，最低目標利潤率を敢えて想定している 

とすれば，転嫁力に関速する価格引下げの下限もおのずから決走ざれるであろう。第 3 に転嫁力に 

関速する企業の価格支配力も，転嫁のため価格引上げに踏みきるとしても，それには産業間の資本 

移動を制眼しうるだけの参入障壁がおのずから上限を画するはずである。かなり高度の市場集中度 

を有する產業においても，価格リーダーの企業が価格引上げに踏みきる際に，その産業の参入障壁 

が高ければそれだけ価格の上眼は引上げられるであろう。また参入障壁が長期にわたって維持され 

る.ならば，価格リーダ—の企業ば転嫁力を長期に発揮することができるであろう。参入障壁が低け' 
れば，逆に価格引上げの上限は低く，かつ長期にわたって転嫁力を維持することほ不可能とな:6 ほ 

ずである。 : ,
K — モデルの推定結果について最も理解に苦しむ点は，K 一M— モデルと同様に導入される変数 

わ選択いかんにより1 0 0パー七ント以上の過剰転嫁の帰結がえられたことにある。キルパトリック 

は . 「転嫁力以外に利潤率に影響する変数j を導入ずるこどに .より， 過剰転嫁の帰結を補足説明し 

うるとみなしているが，推定結果による•とその説明の説得力はほとんどないといわざるをえない。 

むしろK 一モデルでは，出発点からして転嫁度の上限と下限を画すべきではなかったかと考えざる 

をえない。高度の独占力すなわち集中度を肴する産業ば高度の転嫁力をもつとする転嫁仮説では， 

価格の変動を許す上限と下限は与えら；a ず， したがって転嫁度め上限と下限も存在する余地がない。 

かりに先に述べたごとく，最低目標利潤率が価格引下げの下限を画し，参入障壁が価格引上げの上 

限を画すると考えるならば，転嫁度もそれにより上• 下限が画さ；Kるであろう。と 9 わけK — モデ 

ルで問題とされる過剰転嫁については，価格弓丨上げの上限となる参入障壁を形成する諸要因を独立 

変数として導入する必要が生れよう。もちろん，参入陣壁を形成する諸要因は，回掃分析に独立変

数として導入するには難かしい問題を含んでいることはいうまでもない。ベイシ•ケイヴズにした 
(14)

がい，参入障壁を形成する諸要因を，ひ)規模め経済性, ⑵絶対費用,⑶製品差別化の3 つに分類し 

たとしても, それぞれの要因を統計的指標に求めることは，独占力の指標としての集中度を求める 

ほどに容易であるとは思えない。規模の瘙済性については，規模の利益を生むに必要な最低資本量 

が指標となりうるが，それも産業別に最低必要資本最を規矩することは著しく困難であるといわざ 

るをえない。絶対費用の障壁も，生邊耍素の供給• 生産技術±の獎因を統計的指標化することも種 

々の障害が予想されよう。製品差別化にいたっては，非価格競爭の要因として宣伝広告費を代理変 

数にとるとしても，なおかつ参入障壁の1 喪因としての製品差別化を，転嫁力を規定する独立変数 

として表示しえたかどうか疑問とされざるをえない。けれども，かりに産業の転嫁力を独占力の表 

示としての集中度のみに求めるめではなく厂市場構造の特質に求めるとすれば,以上の諸袈因に加

注(14) Bain〔1〕，Caves〔2〕参照6
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え，市場需要の成長率，市場需要の価格弹カ性，産業の固定費と可変費の比率などの諸要因も組み 

込まれてくるであろう。産業の転嫁力をすべて独占力に求めるとするK 一モデルの発想を，とんご 

一層発展せしめるとすれば，以上に指摘された諸点は1 つめ方向を示唆するものとなるはずである， 

これに関連して，最後g マイナス転嫁に触れておきたい。先に価格引下げの下限^:しての最低目 

標利潤率を挙げ, 転嫁度の下限を画する指標と考えられるとしたが，K — モデルの推矩結果ではア 

メリカもわが国もマイナス転嫁度の帰結をもたらす回帰式は皆無であった。しかし, . K —モデルめ 

推定結果に対するゴードンのいま1 つの批判点は，非集中的產業においてはマイナス転嫁の可能性 

が認められるというところにある6 かれは集中度⑶に対する法人税の平均転嫁率T S Sの依存度 

を測定するため， G—モデルの 1 0 産業^:ついて次のごときクロス• セクシa ン回帰式をあてばち 

た。■ , . . ' . . .
435 +  2. 017Ct R2= 0 . 381

1汶—〔一1.360〕 〔2.221〕
これにょると，C i の回帰係数はこれまでえられた値よりも顕著に大であるが,定数項はとれまで

の結果と異なりマイナスである。K —モデルの仮説では，定 数 項 と い う 仮 定 の も と で と ,
転嫁との間のプラスの相関が認められており，び = 0 の完全競争産業では転嫁はゼロと仮定されて

いる。 したがって定数項マイナスという結果がらは，弗集中的産業においてマイナス転嫁# 生じ，

それは非集中的産業における課税前利潤率が一時的に上昇していたものが，新規企業の参入ととち

に抑田され，また抑圧がきびしいため回帰式はマイナス転嫁をもたらしたどしている。ゴードンめ

推定結果を検討すると，フィット咚必ずしも皮好とはいえないし，また^^集中的産業にお'け?)マイ

ナス転嫁という帰結を論証するためには回帰式の一層の洗練化を必要としょう。さ6 に, マイナス

転嫁の理論的説明も不充分である。けれども，ゴードンの批判点で評価さるべきは，非集中的産業

において集中度ゼロが必ずしもゼロ転嫁を意味するものではないこと, おょびその際に，参入障壁

の高低が転嫁度測定にあたって組み入れらるべき説明変数として無視しえないという暗示を与えて

いる点である。キルパ トリックは, K —モデルの構築に当って「転嫁力以外に利潤率に影響する変

数j をいくつか導入しているが，それらがなぜそのょうな変数として指定されたかという理論的根

拠について, K —モデルの理論構造から直接導出し説明を与えるごとき配慮はしなかった。極言す

れば，K —モデル自体が理論的に一貫した理論構造をもっていなかったということもできる。その

ため過剩転嫁についてはもちろんマイナス転嫁についても，明快な説明の用意を欠いていたとみる

ことができょう。しかし，従来容認されていた独占力にもとづく法人税前転の可能性の仮説を回帰

分析にかけ，これまでの思弁的世界から脱し実f e的領域で論証を重ねた作業は，やはり先駆的業績

として評価されてしかもべきと考えられる。
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生 産 と 消 費 の 矛 盾 (2)
— 恐慌論研究のた め に 一

井 村 喜 代 子

は し. . が . き .■ ■
序章く生産と消費の矛盾〉にかんする基礎的考察 

第 1章ぐ主產と消費の矛盾〉と再生産表式論 

齡 1節 .『資本論』_第.2 部第3 篇の冉生産表式分析（以上1969年 12.月号). 
第2 節 r均等的拡大再生産』と 「I 部門の不均等的拡大j 
第 1項予備的考察—— 単純再生産——
第2項拡大苒生產展を規定する諸条件 

第 3 項 r均等的拡大再生産」

第4 項 「I 部門の不均等的拡大』の構造（以上本月号）

第 5項 「I 部丨11〗の不均等的拡大」の_展と限界を規定する諸条件 

第3 節固定資本の塡補と蓄秸部分の転態とをめぐる問題 

第 2 章く生産と消費の矛盾〉の展開 •
一一産業循環過程め分析——

.第 1 章く生産と消費の矛盾〉 と再生産表式論(っづき）

第 2 節 「均等的拡大再生産」 と 「I 部門の不均等的拡大」 ,

本節ではまず，拡大再生産において，あらゆる部門の生産が消費と「照応j 関係を保っていると

.い うことはいかなる内容のものであり,それはいかなる諸条件のもとで可能であるのか,を考察す

る0 もちろん, 資本制生産においては, 生産と消費との r照応」関係を実現していく メ カ ニ ズ ム が :

存在するわけではないのであるが， 「照応」関係にかんする考察は， 生産が消費との，「照応j 関_ .
を版つて拡大していくことCD内容とそこにふくまれる問題性を把握するための理論的基準を提供す: 
るものである。. , ；

上のような考察を$ 準として, つぎに， I 部門が鑛との「照 ぬ P鎌をもつことなしに，自立的, 
に拡大していく I 部門の不均等的拡大が， 亨衡の維持されているもとでも展開するというこ 

とを明らかにする。—— 本節では, 坐産力一定のもとで，有機的構成，剰余伽値率等を一定と仮定： 

しており，本節で対象とする. I 部門の不均等的披大は，有機的描成等が一•定のもとで生じるもので- 
ある。それゆえ，これはレーニン表式がとりあげた，有機的構成高度化に対応、ずる：[ 部忾の不均等..
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